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ベトナムの「ナンバンカラスウリ」

学名： Momordicacochinchinensis SPRENG. 

［ウリ科： CUCURBITACEAE]

英語名： Spinybitter cucumber 
中国名：木鼈、木蟹

現地名： Moc-Miet-Tu

20゚N

多年生のツル性草本で10~15cmの楕円形

の実を結ぶ。果実は円錐状の突起で覆われ、

熟すと紅色になる。種子は一果当たり30~40

個、扁平、黒褐色、直径2~3cmの円形または

楕円形で縁に不規則な突起があり亀甲状であ

ることから 「木鼈子」の名がある。イント、

東南アジア、中国南部に分布する。

桃赤色の種衣、成熟種子から抽出されるオ

イルは解毒、消腫、鎮痛効果があるといわれる。

ベトナムでは、種衣に含まれるカロチノイ

ド系黄色色素を、おこわ、ケーキなどの色付

けに使う 。現地名のMocは樹木、 Mietは蟹を

意味する。

（第一事業部 岡田幸久）
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◎8本企業へのメ ッセージ

中国遼寧省

潜在力が高い農業分野への投資を歓迎する

遼寧省副省長楊新華氏
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遼寧省（斜線）及び周辺図

遼寧省人民政府は、本年 3月27~28日の2

日間にわたり同省の農業庁、林業庁、海洋礁

業庁、畜牧),,j、郷釦企業）可などの政府関係部

門および濡比市、大辿•1 I i をはじめとする主要

都市の関係機関、企業かーIh]に参加する「中

国遼海農業 ・緑色食品展虹 ・経済貿易商談会」

を東京都立産業貿易センター（束京・浜松町）

で開催する。本稿は、そのおりに総代表とし

て来日千定の1易新地 ・盆ll省長を 2月初旬に蒲

賜のオフィスに訪ね行ったインタ ビュー録で

ある。

公務多忙にもかかわらず、当方の要請に快

く応じてくれたところにも、 H本企業の農業

分野での投査に対する期待の大きさがうかが

える。

聞き手

（社）海外農業開発協会専務理事 小林一彦
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今や農業は省産業の顔のひとつ

孜が省は国内比較でいうと経済の発達し

ている地域に数えられるだけでなく、ヨー

ロッパ大陸をはじめとする諸外国を繋ぐ束

北地区の「窓II」としての役割も果たして

おります。また、東北地区は、商品となる

農廂物、林廂製品の生産基地化をはかり、

高度jj||「と総合利用を発展させるという、

仕ぽとしての農業振興策の推進地域でもあ

ります。

この機会に、以上のような特徴のある我

が省を、海外の裳業事業の投狩対象地とし

てお考えになる際のイ詞可欠要因となる農業

およびそれをとリまく社会 ・自然環境など

について、概略ご紹介させていただきます。

省令体の而柏は14万7,500‘fL}jキロ メー ト

ルで、うちには14の市と44の児があ＇）ます 。

これらの市、↓いは、近年のインフラ幣備が

辿むのに比例 して種々の廂業を誕牛させて

いますが、私は特に農業分野の将米1生を,・::i

くかっておリます。

産業は丁．業生産に重点を置いた時期が長

かったのですが、今llでは省をあげて農業

技術の向」．．と農産物の生産 ・流辿l(Iiの充必

に梢極的に取り組んできた結果、 ［業分野

にも負けないほどの成長を遂げ、我が省の

哨業を代表するもう 一つの顧といえるまで

になリました。

更なる発展に期待がもてる要因

農業が省内で今後もさらに発展をしてい

くだけの大きな潜在力があるとみているの

にはいくつかの理由があります。第一は、

良好な自然哀様です。 山岳 ・丘陵地帯がお

よそ1,000万ヘクタールに達し、 360を越え
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る大小河川 により345万ヘクタールに及ぶ

遼卑中部平原の耕地が形成されておリます。

他にも自然の牧草地が300万ヘク タール、森

林が451万ヘクタールあり、用材、果‘兵、

淡方薬材、食用菌、山菜などを生産してお



ります。これらのうちには、それぞれの特

徴を活かし古くより生産しているものと、

近年に入り実験 ・研究を重ねながら新たに

聞発したものとがあります。

2000年時点での農業人日 はおよそ2,200

）J¥耕地は416万ヘクタ＿ルと推邸され、農

業牛産）Jは省内需要砒をまかなってさらに

余裕をもつまでになりました。

ーガ、水産分野も近海旋殖、栽培漁業が

盛んで、2,900キロメートルの海岸線沿いに

は環燒艮好な地域が数多く存在しておリま

す。

第二の刑由は、大中の工業都市の数が他

省よリ 圧倒的に多く、それらの都市と各産

業を結ぶ陸 • 海 ・ 空の交通 ・ 迎輸が機能的

に連動する形で発展し、農淫品市場を苫し

く拡大させていることです。また、重工業

体系が整い、 -1:.地に余裕があり、エネルギ

一脊源に恵まれている点も有利災因として

加初しております。

第三の狸由は、人材の）竹の厚さと育成シ

ステムができつつあることです。省内の多

数の大学や科学研究所では、先端技術を駆

仙する種々の分野にわたる人材の育成に努

めておりますが、農業についても今後の振

興災IKIとして欠かせない科学技術の碁礎を

身につけさせる教育に力を注ぎ、今 II、外

迂企業の第一線で活躍する者も増えてきて

おります。

省令体の農業生産増加率を1996年から

2000年までの 5年間でみますと、年平均は

6.8%とな り、栽物はほぼ1,600万ト ンで安

巫し、 省内の漏要址を上まわっております。

また、 肉、卵、野菜、果物などの生涯枯
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も省内術要を満たすだけでなく、 川内外の

市場に向けられるまで発股をしてきました。

これら産品の一人平均摂取絨は令国平均よ

り高い状況にあります。今II、遼3疱省の農

業は、聞放経済に移行した当初の時期 とは

比較にならぬほど、 産業化、1ifil'泊化、現代

化が進捗しており、新たな発巌段階をむか

えているといえます。

農村地域の投査環培は、 90年代に入ると

輸出志向型の煤業体系が強化され、農業分

野での対外開放が加速しはじめます。これ

まで省内の農村地域に設 Iヽ［された外査系企

業はおよそ3,000社を数え、総投在頷は24億

ドルに達しております。

この農村地域の動向とは別に、省が行政

レベルで世界数十の国 ・地域と農業分野で

協力関係を深めているのも、農業分野の投

衣環境を高めている主な災因のひとつとい

ってよいでしょう 。

これまで牒業企業を設立、あるいはこの

分野に投査をした宅要な川 ・地域には II本、

台窮、オランダ、アメリカ、イスラエル、

イギリスなどがあります。

対外経技術交流と協力の分野では、果物、

野菜、家畜などの優艮ば沐用を II本、アメリ

力、カナダ、オース トラリア、韓国、イギ

リスといった諸国から＃人し、 4連位））と商

品化水準を高める具体策の尖施に努めてお

ります。また、肉類、食JlI I某i、米、雑投、

野菜、itt物などの国際市場のllf.J拓にあたっ

ては競争）Jが不可欠ですので、 1111＼質・秤狸・

コスト而での課題克服に取り糾んでおりま

す。



欠かせない高度科学技術と人材育成

中団はまもなく WTOに加盟することに

なるでしょう 。その IIが米ることを祝野に

人れながら、私たちは経済の国際化を加速

させているわけですが、 WTOへの加叫は

ひとり 中国のみならず、外国の企業にと っ

て農業分野への投査条件をよりよいものに

するはずです。

遼吋i省の農業は先に話しました辿リ、「l

然条件、社会条件などの諸条件が恵まれて

いる関係から、今後も対外聞放を進めるさ

い、これらの布利災件が活かせる発展策を

講じるというのが省の方針です。私は牒業

分野を担当する /,\IJ省長として ~I,I然ながらこ

の）j針策定の中心にいるわけですが、「"り1

の狸として遼寧省農業は引き続き農業水準

のI1ll土をLJ指さ なければなりません。この

課題の推進にあたっての具体的な策作りは、

科学技術とそれに兄合う人材を欠いてはイ

可能でしょう 。

その意味でも II本の企業の方々に我が省

の農業の現状と潜在力の大きさ を知ってい

ただき、次の投応l•;業へと進んでいただけ

ればと願っております。今回、私たちが1't

国東京まで出向き、農業と健康食品の展覧

会に加え、投査セミナーを開催しようと企
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llli1した、唸図は宅にこの点を 日的にしてのも

のです。ただ、訊解のないように中し添え

ますと、私たちが行おうとしている企111りは、

投賽をする側、それを受ける側双方の発展

を名えてのもので、 II本が困るような 11的、

内容になっておりません。私は、このとこ

ろII本の生産者、関係政府機関が輸人農殺

物のなかでも、特に野菜の輸入増を危惧し

ている状況もJ代知しておりますので、そう

した問題が碁本的に起きない牒業協）)J忙業

ができるよう努）Jするつもりです。

我が省は中国のなかでも日本と距離が最

も近い沿海の省であるだけでなく、以前よ

l)中II双方で信頼関係を築く努力をしてま

いった結果、 H本企業の投賽領は国内各省

と比較すると上位の座を明渡したことがな

く、 特に農業分野でこの傾向が強 くよれて

おります。

したがって、 II本の企業の皆様方が農業

や食品、あるいはこれら関連分野の·J~業展

開地に我が省を候補地にされるならば、私

はそのポ業が成立するよう、交流と協））の

舞台をご提供する川、なのあることをお約束

いたします。



アジア諸国の花き生産事情（ 1)

アジア諸国概観 （社）海外農業開発協会

専門委員米村浩次氏

］［ はじめに 7
 花き園芸は、 一般に経済の発展に伴って発達

するもので、その慈味でアジア諸国の花き園芸

は近年著しい発達をしてきた。最近はアジア諸

国からの花の輸入、特に、韓国、中国、インド

などからの切り花輸入が急増して、アジア諸国

の花き園芸を改めて見直す気迎が高ま っている。

もともと花の輸入は最近になって増加したも

のではなく、古く為替レー トが変動相場制に移

って円高が進行し始めて以後、云いかえれば我

が国の経済の発展とともに増加 してきた。

しかし、従来、アジア諸国からの輸入は、タ

イ、シンガポールなどの洋ラン切り花で代表さ

れるように、わが国で生産しても効率のあまり

よくない熱帯花きが主流であり、温盟花きにつ

いては台湾からのキク切り花の輸人が、かって

1970年代に急増し話題になった程度であった。

したがって、 一般的に言えば従米のアジア諸国

との花き貿易は、わが国で生産しても効率が悪

く、 比較的運賃コス トのかからない切り花、苗、

半製品に限定されていたので、アジア諸国とわ

が国はお五いに補完的な関係にあり、輸入を秒

威とする認識は少なかったように、思える。

しかし、最近になって、インドからバラの輸

人が増加し、さ らに韓国からバラ、ユリ、スプ

レーギク、 中国からカーネーション、台湾、マ

レーシアからスプレーギクなどの輸人が急増し

始めた。これらの種類は、ことごとく温帯性の

化き であり、いずれもわが国の i疫要な生涯種類

であることから、わが国の花き園芸にと ってた

いへんな竹威になり始めてきた。

このような背景の元で、 ここでは、ア ジア諸

国、特に温帯圏である韓国、中国を中心にして、

品近のアジアの花き園芸の実態を紹介し、わが

国との関係について考えてみることにする。

01アジア諸国の花きの輸出 ／ 
枇界の花き輸出国のト ップ50位のうち、ア ジ

アの国々をピックアップして並べたのが表 1で

ある。花き輸出頷の多い順にみると、タイ、中

国、インド、台惰、シンガポール、 トルコ、韓

国、スリランカ、マレーシア、日本、フィリピ

ンとなる。この順位では韓国の位閥づけは低い

が、対前年比の伸び率は、韓国が抽人・である。

そして、統計の若干の古さを考應すると、現在

はさらに高い順位となっているはずである。

)j、H本から）した花き輸入五しのランキング

では、タイ、台約、 中国、韓国、 シンガポール、

マレーシア、イスラエル、インド、モーリシャ

ス、スリランカ、インドネシアの順となる。

このうち、輸入姑の多い近隣IJ.Iである韓国、
中国、台籾からの温盟花きのわが1玉lへの輸入状

況の推移を示したのが図 2である。加＇It国のバラ

の急妍ぶりが特に注 目さ れるが、韓II;• I の キク、

ユリ、台湾のキク、 中国のキク、カーネーショ

ンもかなり増加してい る。

なお、アジアの多くの国は生産統計が公表され

ていないので、国内生産額は明らかでないが、

-5-



表 1 花き輸出額世界ランキング50の

のうちアジア分 (1998)

順位 lirl名 輸出頷 (I'i)jUS$)

16 タイ 60,428 

20 l | 1 |E| 34,534 

21 インド 32,883 

23 ムII i‘功9)： 31,407 

26 シンガポール 25,049 

28 トルコ 22,523 

31 怖IE| 12,338 

36 スリランカ 9,620 

39 マレーシア 7,633 

43 II本 6,003 

48 フィリピン 4,507 

International Floriculture Trade Statistics 1999 
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図2 韓国、中国、台湾からの主要温帯花きの輸

入の推移（農水省植物検疫統計より作図）

前述した輸出入から兄た国別順位は、生哨頷の

ランキングとは必ずしも一致しない。アジアの

多くの国々では、花の国内曲要は旺盛になって

おり 、花き生産は急速に増加し始めている。 し

かし、花き園芸がかなり発逹し始めているに関

わらず、まだ輸出余力が少なく、むしろ愉人国

となっている国すらあり、わが国と大きな関わ

リを持つに至っていない固も多い。

日］1アジアの花き園芸の地域的な特色／
アジアの花き園芸を見るとき、まずは気候的

条件の下で、温帯地域と熱帯地域の国々に分類

する必要がある。

温帯地域の国は、韓国と中国である。この地

域の花き園芸は基本的に施設園芸によ って成立

し、投衰した施設を効率的に運用して、生産1’_’l:

を高める花き園芸が行われる。すなわち欧米や

わが国と同じ生産方式による花き栽培を行う IEl 
である。その意味では、これらの国とはかなり

単純に生産性と品質を競う競争関係にある。

一方、熱帯地域は熱幣低地と熱；：:::,','り地に分け

て考える必要がある。

熱牒低地では高温性の熱帯花きが生産される。

わが国で熱帯花きを生産するには、 ,:・:;1文な施設

と高い燃料骰を必要とするが、この地域では 自

然状態で栽培できる有利さがある。 しかし、牛

産物の輸送骰や栽培技術などとの総合的な判断

のもとで、わが国で生産 しても十分に経岱；が成

収する鉢植え植物（観築植物など）などはわが

国で広く栽培されているが、切リ花では輸人に

頼る方が合理的であると判断される種類が多い。

おおざっぱに言って、熱帯低地気候の地域とは

競合関係にはなく、むしろ、お互いに補‘正し介

う関係の揚合の方が多いといえる。

熱帯気候の地域を代表する切り花の例を栄げ

ると、デンフ ァレ（テンド ロビウム ・ファレノ

プシス）、バンダ、オンシジウムなどの品温1生洋
ラン類、熱帯性のシダ類、アンスリウム、ヘリ

コニアなどの熱帯性植物などの切り化がある。

これらの輸出国は多いが、タイ、シンガポール、

マレーシア、台誘などが代表的である
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事業氾寸描

タイ、バンコックの花市場

風景。さすがランが多い。

タイ、バンコック郊外のデ

ンファレ栽培風景。大規模

な農家が多く、ほとんと輸

出用。

インドネシア、パンドン近

郊の高原地帯での観葉植物

類栽培風景。生産直売方式

で道路端で栽培している。

このような農園が数百も並

んでいる。
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インドネシア、ジャワ島の

キク栽培風景。標高1300m
程度の広大な高原で周年生

産している。かなり栽培農

家は多い。竹製のハウスで

栽培している。

中国、雲南省の斗南花き市

場内の取引風景。毎日数千

人が出入りする大型の産地

市場で、すべて相対取引。

中国、毘明で1990年に開催
された世界園芸博のメイン

ロードの風景。中国も園芸

博を開催することができる

ほどに花き園芸が発達して

きた。



カ、苗などを輸出11的で生涯する分野があ

る。llり骰国で主に鉢仕 立てにする 日的のために、

ポッ ト植えの半製品、材木の状態の情や幼情な

どを生産する場合もかなり多い。たとえば、台

柄はコチョウランの背(|}fl花寸前の鉢植えの株

からフラスコ 内の荀までいろいろな段階のも

の）を大批に生産しており、これを温濶硝骰国

へ大絨に輸出している。わが国のラン生産者に

とっては台湾との分業的生産体制が極めて一般

化 し、欠くことのできないものとなっている。

観娯植物のドラセナ類やパキラ、ユ ッカなども、

熟盟諸国と温柑硝骰国のIlflでの分業体制が常識

となっている。 ドラセナやパキラは露地の大規

松な農楊で栽培され、これを切 り刻んだ材木状

態のものが輸出されてお り、 わが国の観菜植物

農家はこれを鉢植えし、発芽、発根させたもの

を観葉植物として出荷している。 ドラセナ類は

スリランカ、マレーシア、タイ、インドネシア

などから、パキラは主に台湾から、 ・世界中に輸

出される。そして、わが国の観葉植物生涯農家

とこれらの輸出国とは分担体制が成立 している。

現在、その他多くの種類についても分業化の可

能性が検討されつつあるので、さらに新しい種

類の開発が進むと思われる。その慈味で、熱帯

低地は育苗関係を中心に相互に補完し合うよう

な花き生産の体制が進むものと思われる。

熱1; ;•高地については様相がかなり¥',1なる 。 赤

珀に近い熱帯高地は、温度や日長の季節変動が

少ない冷涼な気候が1サられ、温帯花きの生産を

行うには最適な地域である。その土一般的にこ

れらの地域ぱ伝価な労働力も既ぶにある。アジ

アでは、インドネシア、フ ィリピン、マレーシ

ア、ベ トナム、スリランカ、 ミャンマーなどの

多くの国々に熱澗・i:j地がある。

地球規板的に兄れば、南米のコロンピア、エ

クアドル、アフリカのケニア、ザンピアなど赤

道111(ドの国々が花の大きな生産国で、 tに南米

からは米国へ、アフリカからは欧少卜1へ輸出され

るいわば南北関係が成立している。そして、 一

部はII本へも輸出される。このような熱盟諸国

との竹i北関係は、 i：に欧米の査木と技術で開発

されたもので、いわば欧米の開発輸人殺地であ

る 。 しかし、アジアにおいては人•ii'j骰国の 日 本

がそのような開発輸入をしかけることが少なか

ったので、従米はアジアでは南北関係はほとん

ど成立せず、熱帯高地が輸出岐地 としての発達

することは現在までのところ比較的少なかった。

しかしながら、インドのように輸出産業振興

政策として、国が花き産地育成に力を貸し、さ

らに、オランダの影聘も加わって産地開発され

たケースもある。そして、その輸出先のターゲ

ットをII本にしたので、わが国のバラ農家は大

きな彩脚を受けた。最近のことである。

このような輸出産業振興政策が、内容はとも

かくかなりの国で実施される傾IiIjにあるので、

その意味では今後わが国の花き園芸にかな りの

影評がでる II［能性はあるように恩える。

現状では、フィ リピン、 インドネシア、マレ

ーシア、ベ トナムなどの高原で、キク、バラ、

カーネーションなどの温閣花きが既にかなり生

産されている。品質的にも高い水準に達しつつ

あるが、現状では多くの国で、国内需要が旺盛

で、十分な輸出余力を持つ段階に達していない

場合が多い。ただ、最近はマレーシアからのキ

ク輸入が妍加 しているのが注！」される。

アジアの熱帯高地が、花き輸出産地として発

展するかどうかは、基本的には消骰国側、すな

わち H本側が何 らかの仕掛けをした場合（必ず

しも l1本査本とは限らない）か、あるいは、将

来これらの国の国内需要が多く、それを満たす

生産が発達した段階で、生産性と品質が向土し、

輸出競争力を持つ展開になったときであろう 。

アジアの場介は多くの国で経済水部が高くなっ

てきているので後者の展聞が卜流になるように

思える 。 そのレベルに逹してきたのが、韓 1 ,;• I の

バラ、キク、 中国のカーネーシ ョン、タイのデ

ンファレである。アジアの熱僻高地は、いま、

その国内加要を満たすための発殷段階にあるIE|

が多い。いずれ、アジアにも南北関係が成、［す

ると・打える必災がありそうに忍える。

なお、1）ド道「h：ードという条件からいうなら、イ

ンドネシアのジャワ紛の広大な 1•,':j)原地閣は将米

が注11されるところといえようか。
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1.地理

（フィリピン）

2000年6月、（社）海外農業開発協会はフ ィリピンにおける

外国査本の導入、民間合弁塁業事業の設立可能性等の把握を

目的に現地調査団を派逍しました。

本稿は現地調究の折に関係機関から収集 した査料に新たな

情報を加え、同国の嚢業およぴ関連分野を本誌用に取りまと

めたものです。詳細については協会事務局までご連絡下さい。

海外農業開発協会 第一事業部

フィ リピン共和国は、東経116度53分（パラワン島）か ら126度53分（ミンダナオ島ダバ

オ州）、北緯21度25分（バタン諸島）から 4度23分（シプトゥ諸島）までのアジア大陸の束

部に位骰し、 7,109の島々で構成される。不連続海岸線の総延長はは 3万4,600kmに及ぶ。

国土面梢30万畑 （日本の約 8割）のうち、ルソ ン、 ミンダナオ、サマール、ネグロス、パ

ラワン、パナイ、 ミンドロ、レイテ、セブ、ボホール、マスパテの11島で94％を占める。

国土面栢のうち、農耕地として利用可能な平地は64％で、森林は30%、湿地は3%、そ

の他は 3％である。環太平洋火山柑・に屈し、活火山にはルソン島南部のマヨン火山、マニ

ラ北部のピナッポ火山などがある。北部に位置するルソン島と南に位閥するミンダナオ島

は南北に高い標高の山脈が走るが、中間に位置する島々の山脈はあっても低い。最高峰は

ミンダナオ，島のアポ山 （2,954m) で、ルソン島のプロ山 (2,934m)がこれに続く 。

2.気候

大小、多くの島が散らばる同上の気候は変化に富んでいる。大別すると、ルソン西部、

パラワン、ビサヤは熱帯モンスー ン気候下に屈し、ルソン東部、サマール、ミンダナオ島

は熱閣雨林に入る。気温は気候分類、標高により温度差が生じるが、平地の 1月は

23~26℃、 7月は27~28℃で、日較差は年較差より大きく 10℃前後で変化する。降雨型は

①冬季乾燥 ・夏季雨期、 ②短期乾燥 ・無多雨期、 ③無乾燥 ・無多雨期、 ④無乾燥 ・冬季雨

期の四つに分類され、年間雨砒は1,500mm以下から3,500mm以上と分布幅は広い。フィリ
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ピンの東）j海上は台風が発生する地域として知られるが、 ミンダナオ紛にはまずもって上

陸しない。

3.人口

95年の人IIは約6,862;j (99年センサスによる人11は約7,630万） で、 人II密度の全国平均

は228人／km'(99年｝＼1|換籾254人／km')だが、マニラ首都閑への人II集中が者しく、 ‘1'1f↑ 

都捲I周辺17都市の平均は14,865人／畑に及ぶ。なかでもナポタスは88,000人／km'ときわだ
っている。

4.民族

マレイ系に続き、中国系、スペイン系、およびこれらとの混I(ILがヒ流で、 他は少数民族

に数えられる。

5.政治

98年5月の大統頷選挙で詮困11；4から多くの支持を行てジョセフ ・エストラーダ大統領が
誕牛するが、 一部産業の保護や特崖企業への優辿措i府の付サ、政策執行段階における↑で轄

機関や権限の分散化など、イ滋透明で一l't性のない経済迎営が内外からの批判を受ける。
また、 99年にマルコス政権崩壊Il＇［後の87年に制定した民族 i：沿義的な経済条項を盛リ込ん

だ恵法を、経済のi'II I I化を1ll‘1りするとの観、1ばから改 l［の動きに出、カトリ ック教会、コラ
ソン ・アキノフじ大統領を中心とする勢力の反対辿動にあう 。政治的条項（選挙職任期制眼

の解除）にまで及ぶというのが反対.l-11II I Iであった。 1iil大統領はこの憲法改 I|-．．の柱の一つと

して、ヽ 1,1初、 地）j選挙職はイ下期制限を解除する兄解を示していたが、反対辿動の高揚に配

地せざるを柑ず、 12 月 に経済条項改正を骨—f• とした改」ーじ案を作成した。 しかし、政権に対

する支持；f・fの低下ば変わらず、 2000年 1月に憑法改正の動きを一時棚上げした。

反政府勢）Jであるモロ民族解放戦線に対し、 Iiijラ モス政権は96年に禾l|‘F介、1,心をしたが、

エス トラーダ政権は、共庫ド．義勢）J、 イスラム反政府勢力のいずれに対しても強硬な姿勢

をぷし、ラモス政椛―ドの合、唸形成という手法を反故にして武）J解決に転換した。モロ民族

解放戦線との和乎介邸も、ムスリム ・ミンダナオ「1治地域を拡大する法案がn［決されず、

99年にf・'巫されていた知＇ドを含む選栄が延期されている 。

2000年10 月 に入ると、辿法賭 t •.lj: | ー．納金を{i:)服した疑惑に端を発したエストラーダ大統領

へのイ」在低ドが加辿し、 12月には大統領の弾効裁判が始まる。概略こうした経紅，［をたどり、

2001年 lJ J 2017に悩',':j故長官の判断のもとにアロヨ新大統領の誕生をむかえた。

6.経済

99年は農業部門の大幅'"'復と海外労働者送金により、尖質GDP成長率は3.6％で推移、
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農 • 水産業は前年比6.7％増を示 した。 また、製造業は1.4％増、建設業ば減少輻に歯止め

がかかり 2.8％減、サービス業は3.9％増であった。

インフレ率も農業分野の回復を反映し、目標値 7~ 8 ％を下回る6.6%、特に、食料・飲

料 ・タバコが0.6%と大きく低下した。

99年10月時点の失業率9.4％は、前年比で僅かながら改普傾向にある。

主要経済指標

GDP成長率（％）

消費者物価上昇率（％）

外貨準備高

対外債務残高（百万ドル）

失業率（％）

貿易収支（億ドル）

出所：フ ィリピン中央銀行、

GDP部門別構成比（％）

農林水産業

工業

サーピス業

1996 1997 

5.5 5. I 

9. I 5.9 

86.5 

1、814 2,098 

7.4 7.9 

▲ | |2.2 ▲I 07. I 

同国家統計局資料より作成

1995 

21.6 

27.1 

46.3 

1996 

20.6 

32. I 

47.3 

出所： PHILIPPINESTATISTICAL YEAR BOOK 1999 

7.農業

1998 

▲0.5 

9.8 

106.8 

2, I 00 

9.6 

▲ |.63 

1997 

18.7 

32.2 

49. I 

1999 

3.2 

6.6 

149.0 

3,423 

9.4 

▲43.07 

1998 

16.9 

31. 5 

51.6 

1998年の統計による耕地面積は1,166万5,000haで国土面梢の38.9%、林地面栢は1,500

万2,OOOha (1997年）で同50％を占める。林地面柏には、国立公園、 軍有林、民有林、挫魚

池が含まれる。農業従事者数は1,127万2,000人で、労働力全体に占める割合は39.9％であ

る。

農林業がGDPに占める割合は85年が27%、90年が22%、95年が22％であったのが、 97年

には19%、98年には17%と減少推移をたど った。

じ要農産物の生産動向のうちコメ生産は97年まで1,100万ト ンの生産を維持していたが、

エルニーニ ョの彩聘から98年には855万ト ンと蕗ち込みが大きかったが、 99年は1,176万ト

ンと増産に転じた。これは、優良品種の導入、灌漑施設の改善、施肥絨の増加が主な要因

と考えられる。トウモロコシの減産もコメと同様の理由であったが、 99年は464万ト ンを生

産 し、 97年の433万トンを上まわった。
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作物栽培面積•生産量

食糧作物
総作付面積 栽培面積 生産量

1995 12,574.8 6、451.0 14,669. I 

1996 13,015.6 6、686.8 15,434.9 

1997 13、024.7 6,568. I 15,60 I.4 

1998 11,664.6 5,524.2 12,378.0 

出所： PHILIPPINESTATISTICAL YEAR BOOK 1999 

食糧作物： コメ、 トウモロコシ

単位 ：千ha／千トン

主要作物 その他

栽培面積 生産量 栽培面積 生産

4,790.4 39、274.0 I、333.4 8,221.6 

4,956. I 43、755.4 I,372. 7 9,938.2 

5,110.4 44 I 631 • 2 I.346.2 8,068.8 

4、822.6 37,789.3 7,764.2 7,764.2 

主要作物：ココナッツ、サトウキピ、パナナ、コーヒー、マンゴー、タバコ、アパカ、ゴム、キャッ

サパ、サツマイモ、ピーナッツ、タマネギ、ニンニク、 トマト、ナス、キ ャペツ、カ

ンキツ類

その他：繊維作物、根菜類、地下茎作物、スパイス、豆科植物、上記以外の果樹、野菜類

く農業政策＞

98年エストラーダ大統領が発表した「10項LIの行動計画」のうち、農業部門では、食糧

の安令保1堺、基態整備、牒地改革、コメ管理の兄直し、灌漑整備 ・拡大、研究1)廿発、公共

投賽が提え案されている。以下は、これに対応する形で出された農林水産業における10項17

のアジェンダである。

① 生産性向上経過の発展と）疫llfl

② 災害への早期対応と介入

③ 農場と市場を結ぶ道路および関辿基磐の整備

④ 農水産分野の研究 ・開発基盤の整備

⑤ 農水産分野の研究 ・開発

⑥ 将及、教育 ・研修

⑦ 農村金融の発展

⑧ 食料11油価格の安定

⑨ 民間部門の参入と農漁民の参両の推進

⑩ 農業者の行政改革

8.農産物貿易

i：災輸出農産品はココナ ッツ、砂糖、パイナ ップルの生鮮および加工品、木材I!hl辿品、

およびアバカ、タバコである。98年の農産晶輸出額は約11億6,600万ドルと総輸出領の39.

5％を 占めている。R本へは、バナナ等の果樹類、野菜類、水産品を中心に総額約10億ドル

が輸l'|iされている。

フィリピンはコメの輸入国で、 96年には約90万トン、 97年には約72万トン、 98年には約

214万トン、 99年には約100万トンをヴィエトナム、 タイ、 中国、インドから輸人している。
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主要農産物の輸出動向

品目 I 単位 1995 1996 1997 1998 * 

ココナッツ製品
千トン 2,202.0 I,342. 0 I, 192. 0 l、794.0

百万ドル 974.0 713.0 816.0 815.0 

千トン 246.0 351. 0 396.0 475.0 
砂糖 ・砂糖製品

百万ドル 74.0 140.0 99.0 100.0 

野菜・果物製品
千トン 286.0 293.0 265.0 254.0 

百万ドル 191.0 209.0 202.0 188.0 

林産品
千トン 137.0 184.0 195.0 82.0 

百万ドル 38.0 43.0 45.0 24.0 

千トン 19.0 17.0 2.0 24.0 
アバカ

百万ドル 23.0 21.0 23.0 17.0 

千トン 12.0 18.0 17.0 13.0 
タバコ

百万ドル 21. 0 29.0 29.0 22.0 

出所 ：PHILIPPINESTATISTICAL YEAR BOOK 1999 

*: 1998は暫定値

9. 投資動向

投査は93年後半以降、電力危機の解消、規制緩和の推進、治安の安定を背梨に増加仰向

を示 しているが、 96年は工業団地不足、円安による投査抑制等で伸び悩んだ。97年はエレ

クト ロニクス関辿の投賽が増大したも ののアジア経済危機の影響で全体的に減少した。ま

た、 99年の総投査領は211億ペソにとどまり、前年の316億ペソに比べ大船に落ち込んだ。

日本は主要投賽国の一つで、経済特別区(PEZA:PhilippineEconomic Zone Authority) 

への投査は97年、98年と250億ペソ（製造業が主）を維持していたが、 99年は95億ペソに滅

少した。業種別ではエレク トロニ ックス関連、輸送機器、金属加工品等が上位 3位を 占め

ている。

投査には、以下の諸点に留意する必要がある。

① 現地通貨／ ドルの変動

② 円／ ドル為替の変動

③ 賃金の上昇

④ 関税などの遠付延滞

⑤ 現地部品調逹の困難度
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男りり剛ウ巴

百
（社）海外農業開発協会 第二事業部鈴木隆裕

当協会が実施する研修の一つに、財団法人交流協会の要請による台湾の研修

がある。展業分野を対象とした研修で、毎年 2、3件の割合で、ここ20年あま

り継続実施している。平成12年には、「穀物サイロの設計と運営」、「日本の種苗

管理」、「腹地転用許可制度および農業の法人経営」の 3件を実施した。研修期

間は通常 2週間程度で、メンパーは政府職員、あるいは大学教授等で構成され、

毎回 3、4人が選出されて来る。

今回は、「漿地転用許可制度および農業の法人経営」研修（平成12年12月4日

から 12月16日）で、東北地方へ4泊 5日の日程で出力‘けた。本稿で紹介するの

はその際の様子である。

（電子メー）レの効果）

台笥では II木の農業基本法にあたる 「農業発展条例」が改正され、 農地保布が大幅に1,1

由化されたが、それがもたらす経済的な影靱は未知数のままで、関辿法整備もこれか らと

いう状況にある。 II本はこの分野での経験国である。米II者は行政踪農業委且会（日本の

農林水崩省にあたる）から 3名、 じ地問題専門の大学教授 1名の計4名であ った。

研修プログラムは、 研修員が提出 した要請料をもとに、‘」i協会が作成 した。通常、災；；，＇i

秤は希咆研修先を明記し、受けたい研修内容を詳細に記しているものから、汲然としか記

していないものまである。最近はインターネ ットが沖及し、屯子メールでのや リ取り がで

きるようになったが、つい先年までは1打前に台惰側と連絡をとり、研修員の希望に添うフ゜

ログラム作り をするのは容易でなかった。今阿は米 II直前にメンバーが変更になるなど、

十分な準備期間をもてなかったが、 '1じfメールのお［会で研修の詳細を伝えられた。
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（新幹線で東北へ）

要硝苦で研修員が希望した東北地方への研修旅行は、およそ 1週間の東京研修を終えて

からであったが、最初の宇都宮での予定は月曜日 の朝一番。前日の日曜日に僅か一時間の

乗車ではあったが新幹線を使い当地に入った。ちなみに台湾では日本の新幹線導入が決定

していることの親近感からか、釆車を喜んでいた。これまでも多く の研修員が研修地を移

動する際に新幹線乗車を希望したので、可能な限りその機会を作ってきた。研修プログラ

ムの作成には、こういった研修に直接関係しない部分にも配應することで、日本滞在中の

印象が少しでも良くなるよう心がけている。

東京の初冬は例年より温暖であったが、北上するにつれ気温が下がっていく 。温暖な台

湾に住む研修員はこの温度差を自らの身で体験したわけだが、環境の変化による研修員の

健康状態はいつも気がかりとなるところだ。

離京後、最初に訪れた宇都宮大学は昭和24年に新制大学として発足したところだが、キ

ャンパス内は緑が多く風格を感じさせる。 研修員に当大学の歴史を聞かれたが、即答でき

ず事前に調べておくべきだったと改めて反省した次第である。この手の質問はよく出るの

だから。訪問相手は長年、日本の農業法人についての研究業績をもつ農学部の宇佐美彰教

授で、事前に準備された査料に添い講義いただいた。研修員からの多くの質問にも丁寧に

答えていただいたが、午後、秋田県での調査に出かける予定が入っているということで、

黒板を使い熱心に講義をする宇佐美教授
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宮城県庁での講義（手前が研修員）

東北農政局での農地転用の実例の紹介

約束の時間を少し過ぎたところで失礼した。

午後は再び新幹線を使い仙台へ移動。当地の気候は東北の他地域と比較する と温暖なほ

うだが、この時期にしては珍し く大＇『に兄舞われた 。初めて雪を見たという研修且が感動

していたので、この大片、イ汁史さよりむ嶺としての価1直を高めたかもしれない。

翌Hの訪1::1先は、午前が東北農政｝；；i、 午後が西城県庁で、両訪問先とも温かく歓迎して

くれた。ここでは農地転川許可制度の述用状況についての説明を受けたが、宦城県庁では

研修負の質IHIが多かったので、 f定の 1時間を大きく越えてしまった。

研修を進める際、同行者は食事の問題にも如を痛める。台湾の研修員の大半は日本食を

好むので、この而での気辿いは少なくて済むが、問題はどこで食べるかだ。
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伊豆沼農産の伊藤代表（右側）から直売所の説明を受ける

くりこま高原フ ァームの加藤専務取締役（中央）から話を聞く

この日は、宮城県庁内のカフェテリアを昼食揚所に選ぶ。値段が手頃で、各自好きなも

のが選べ 広いテープルに一緒に座れたので、ゆっくりした気分で食事ができた。5、6

名となると、昼食時の東京であれば同じ席を確保できるとは限らず、食後の長居も難しい。

よりくつろげる場所を選べば、食事をしながらの会話を通じ、研修員と同行者双方の意思

疎通が密になる。会話の中で研修員がどのように研修評価しているかを知ったり、台湾の

状況についても学べる。

旅行 3日目の訪問先は、宮城県北部の農業法人 2ヵ所。前々日の大雪の彩脚を心配した

が、 幸い電車の遅れ、道路不通等による支陣を受けずに新幹線に乗り、周辺田んほばかり

の 「くりこま高原駅」に到着した。訪問先は駅からそれぞれ反対の方向に離れて位置して
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いるので、車を使うのが行策と判断、事前にインターネ ットで近くのタクシー会社を探し

)'・約を入れておいたので、駅に沿：いた時には既に車が待っていた。インターネットの将及

は、こういう場而でも役立つ。

午1iij中に訪問した「 くりこま高原フ ァーム」は、 1963年に設立された任、i`謡糾合を前身に

した歴史のある組織で、任、唸糾合当時のメンバー 6人が現法人運常の中心的役割を担い、

地元に板付いてい る。稲作と米の販売が主な半業だが、梅干の販売］』l___[も手がけている。

午後に訪れた 「伊豆i（わ農産」は、旋豚業経営者が設立した法人で、現在のJド業は、近代

的な自社工場によるハム ・ソーセージの製造 ・販売、直常のレストラン、製産物の直売所

運営と幅広い。経，沼；者である伊藤秀雄氏の農業観は、 規絞拡大、 ローコス ト化ではない。

農業とは食べ物を作る発業、食業であるという理念のもと、生産、 加___[、J阪必を一貫でき

る経‘，芯；の確立を U指 している。社名の「伊豆沼」は近くに所在する伊豆沼からと ったのだ

という 。ここはラムサール条約に登録され、 水、鳥の生息地として有名なので、時間に余裕

があれば帰りがけに立ち寄るつもりでいたが、それまでの訪問地でそうであったように、

研修且の熱心な質問が粒き、予定時間を大幅に越えたため、車中から眺めるだけに留めた。

同行の都度考えさせられる“日本農業”の実’I‘青

箪名は海外諸国の農業聞発に協力する仕事に携わっている関係で、 II本の煤業技術を学

ぶ研修員に同行して各地を訪I::lする機会も多いが、その都度、 日本農業の将米に不安を抱

く。後継者問題、諸外IEIに比べ高い生陥コス ト宵、 農業を収り巻 く厳 しい状況を知 らされ

るからである。技術）jは高く評価しても「II本の農業は大丈大なのか」と指摘する研修員

も珍しくない。そのぶ味で、今圃、 訪1i:lした二つの農業法人の述常方式は、 II本農業の牛

き残リにぷ唆を りえるものであった。

台惰から米IIする研修員の多くは、政｝｛寸糾織のなかで真任のある地位に就いているので、

艮識 1(1iでのレベルはおしなべて i:jい 。 また、 研修分野での学位1I又1]名•も少なからずおリ、

的を射た質1iilをするので1nl行する＾i＼・.行の知識も広がる。

行く先々での質1i:l内容にみられる熱心さには感ll1兵させられるが、,iりも って決めてしヽるII、ヤ

II'1l内に終わらぬ場合がしばしばなので、後にわLを糾んでいる時はハラハラのしどおし。

年配の研修員の中には、 流暢なII本語を話す人がいる。また、炎語）」の心’jい行い人たちの

中では海外留学の経験名も珍しくない。
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仙台市冬の風物詩、定禅寺通り光のページェント

各国から米l」する研修且の研修には通訳が同行するのが普通だが、台約の場合は通訳を

介さずコミュニケーションが取れるので、意思疎通かはかりやすい。

研修旅行中、男性研修員が多いとしばしば夜の食事に誘われる。今阿は 4名のうち 3名

が女性であったので、旅行披後の夜は同行者としての務めを解放された。研修且全且が研

修の成果を認めてくれたので、第者は熱くなる喜びを胸にしまい、残る雪を光のページェ

ントか映しだす夜の仙台の街へ散策に出かけた。

＊今回の研修に関連したホームページを下に掲載いたします。ご関心のある方はアクセス

してみて下さい。

台湾 行政院嬰業委員会

http://www.coa.gov.tw/（このページを見るためには、繁体字フォン トが必要になり

ます。）

宇都宮大学製学部 宮城県庁

http://agri.mine.utsunomiya-u.ac.jp/ http://www.pref.miyagi.jp/ 

農林水産省東北此政局 くりこま高原ファーム

http:/ /www.tohoku.maff.go.jp/ http:/ /www3.ocn.ne.jp/~kkf/ 

伊豆沼牒産 日本農業法人協会

http:/ /www.izunuma.eo.jp/ http:/ /www.nca.or.jp/hojin/ 
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国際協力事業団投融資事業に係る金利の見直しについて

農林水産省

国際協力課事業団班

TEL : 03-3502-8111（内線3333)

1.趣旨

JICA（国際協））＇ド業団）開発投融査事業の金利については、 1974年の制度発足以米同じ金利

（小規校案件 ：0.75%、一定ポ業規模以上の試験的ポ業 ：2.5%~3.5％搾）でありましたが、

近年、 1叶際協）J銀行(JBIC)の海外投紬査（旧OECF業務の木邦企業lfllけ崩噴）の金利(2%1i1]後）

を1・・|ll1るなど、 低令利下においては、金利体系は不介珊なものとなっていました。

また、小規校案件の金利である0.75％についても、 JBICの湘外投融衰令利と 1％程度しか令

利培がないため優位性が非常に小さくなっていました。

このような状況 ドで、民1iil介業の海外進出を促進するとともに本事業の活川を図っていくた

めに、平成12年 4J l 1 IIに下記のとおり貸付金利の兄11'(しを火施しました。（別表参照）

2.改正の概要

平成12年 4)]111から次のように改正。

改正前金利 改正後令利

(1)一出規校以卜の＇ド業

①5億円超の試験的＇ド業 2.5~3.5% JBIC海外投融賽令利ー1%

（ド限0.25%、 日殷3.5%)
.. • • • • •噸~．．噸~・・... •• • •• • -・ 

②30億円超の関辿施設整備4i業 2.0~3.5% JBIC海外投剖漬令利ー1.5%

（ド限0.25%、 卜限3.5%)

(2) l・Jじ規校以ードの小規校案件 0.75% 0.75%、0.5%、0.25%

(JBIC湘外投洲噴令利に辿動）
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別表

国際協力事業団投融資業務貸付条件

9ド業区分 ’lt菜規校 融衣率 曲査眼I変領 令 利 fii遠期限 据協期間

0.25% 

5億円以下 100% 5億円 0.50% 

試
0.75% 

験 20年以内 5年以内

的 ※ 1 ※ l 

事 (30年以内） (10年以内）

業 ［月際協）J銀行

5億円超～ 85% 17.75億円
の海外投融沢

業務の1f付利

20億円以下 ※2(100%) ※2(20億円）
yキ¥-]0% 
（ド限025%、
Iー．限35%) 

7億円以下 100% 7億円

0 25% 

0.50% 

関
7億円超～

0 75% 

連 85% 26.55億円 20年以内 5年以内

施
般 30億円以下

設

整
国際協）J銀行

30穏円超～
の海外投融沢

備
85% 39.3億円

足務の1予付利

事 45但円以下
,f;-1 5% 
（ 卜限025%、

業 上限35%) 

特
0 25% 

りlj
45億円以下 100% 45億円 0.50% 30年以内 10年以内

※ 

3 0.75% 

(itl)融沢に際しては、本邦銀行やその他企業等の保証、又は物（I打ll1呆（本邦の国（バ等）が必要です。

（注2)&l境保令型造林事業とは、途 1：国の緑の回復に沢する H(l()で火施される市業です。

平成12年 4)]111

備考

試験的・91り業

(I) 特に必要があって、 20
iむ111を越える 'It}忽を，認める
場合の1←Y付条件については、
佃別に協議して迩めるもの

とする。

(2) 先進国で行う'Iぼ業につ
いては1);ilIl）としてliil際ItI，)J
銀行の海外投紬沢業務に祁

ずる 1Y付令利 とし、 fl~I別に

協議して定めるものとする。

(3) ※ lの条件は、 ），し熊 ・

造林及ぴ閃境保全牙！造林'|i

業について適)11する。

(4) ※ 2の条件は、閑撹保
全型造林ポ業について適Ill
する。

関辿施設整備ili業

(1) 特に必要があって、 45
億円を超える4|i業を認める
場合の貨付条件については、

個別に協議 して屯めるもの

とする。

(2) ※ 3の条件は、施設格
備後に相手国政府序に無徴

で譲渡されるもの、 相手11.1
政府等の所イiする施成の改

修 'I~業、曰境保令利造林 •I t

業、 及ぴ閑境it荷の軽減を

図るための施設内各備（‘1,J該
国の肉境枯準を 」 •• |11 1 るもの

に限る。）について適川す

る。

（注3) I：記のそれぞれの利率については、国際協力銀行の海外投融沢業務の1:f付利率が0.25％を 1-1111って定められた利率である場合は、 肘
利’作と守しい利率とな ＇）ます。
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（社）海外農業聞発協会は昭和50年 4JJ、我が国の開発途上国などにおける農業の聞発協力に

寄与することを LI的として、農林水産省 ・外務省の認可によ り設立されました。

以米、当協会は、 民1i.i]企業、政府および政府機関に協力し、梢報の収集 ・分析、調杏 ・研究、

事業計画の策定、研修員の受入れなどのボ業を梢極的に進めております。

また、国際協）J・9ド業団をはじめとする政／付機関の行う民間支援ポ業（調杏、融究、専門家派

追、研修員受人れ） の農業部門については、会且を中心とする民間企業と政府機1及lとのパイプ

役としての役割を果たしております。

海外農林業開発協力促進事業とは

多くの開発途 I．．国では、 農林業が阻変な経済基盤の一つになっており、その分野の発）疫に協

力する我が国の役内llは大きいといえます。そのさい、当協会では経済的自立に必裂な民間部門

の発炭を促すうえで、 政）府間ベースの聞発援助に加え、我が1国民間ベースによる農業閲発協力

の推進 も欠かせないとの見地か ら、昭和62年度より牒林水産省の補助事業として 「海外裳林業

聞発協力促進事業」を実施しておリます。

当補助事業は今IIまでの実施の過程で、 開発途上国における農林産物の需要の多様化、高度

化などを背蚊とする協）Jニーズの変化および円帽な情報管理 ・提供に対応するための拡充を行

い、現在は次の3部門を柱としております。

1.優良案件発掘・形成事業 （個別案件の形成）

農業開発ニーズなどが認められる I)廿発途 1 •• 国に事業計両、 経党計iilり、栽培などの各分野の

専門家で構成される調杏団を派迅して技術的・ 経済的祝、1ばから1}廿発事業の実施 u［能性を検

討し、民間企業に よる農林業聞発協力事業の発掘 ・形成を伽進します。

民間ベースの IHI発途 1 ••国における農林業開発事業の企祖l.1 ・ 立案に関して、対象国の農林業開

発、 地域開発、 外貨獲紺、 1葎用創，'・I',、技術移転などの椎進に寄サすると期待される場合、有望

作物 ・適地の選走、9忙業計両の策定などに必要な現地調杏を行います。
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2.地域別民間農林業協力重点分野検討基礎調査 （農業投査促進セミ ナーの開催）

農業投費の u［能性が高いと見込まれる地域に調査団を派造して、 ‘1,1該地域の農業事情、投

査環境、社会経済情勢を把握 ・検討し、検討結果に基づく農業開発協力の重点分野をセミ

ナーなどを通じて民間企業に提示します。

セミナーでは、農業投資を検討する」：．で必要となる基礎的9情報とともに、現地政府関係機関

および業界各方面から提出された合弁等希望案件を紹介 します。

これまでに、 ①インドネシア、 ②ベ トナム、 ③中国揚子江中下流域、 ④中国渤海湾沿岸地域、

⑤中国勘子江上流域、⑥中国南部地域（玄南省、広西壮族自治区）、 ⑦中国北部地域（内蒙古自

治区、率夏阿族自治区、甘粛省、新脳ウイグル自治区）を対象にセミナーを開催しました。

3.海外農林業投資円滑化調査 （情報の提供と民間企業参加による現地調査）

投査関連梢報の整備 ・提供を行うとともに、主に海外事業活動経験の少ない企業などを対

象に、関心の高い途上国へ閻査団を派辿し、当該国の農業開発ニーズ、農業生産環境など

を把捏します。

業界の団体、あるいは関係企業などの要望に沿った現地調杏を企両 ・立案し、協会職且が同

行します（毎年度 1阿）。現地調査では、現地側の企業ニーズ、投査機関などの開発ニーズを把

握するとともに、事業候補地の調杏および現地関係者との、な兄交換などを行います。参加にあ

たっては、‘火骰（航空賃、宿泊骰、食骰など）の負担が必要ですが、辿，沢・車両用」ー．などの調

杏骰川は協会が負担します。

また、本調1tの結果概要をはじめとする投賽関連惜報を提供するため、季刊誌を発行してい

ます。

（社）海外農業開発協会 農林水産省

• • 第一事業部
国際協力課事業団班

TEL : 03-3478-3509 TEL : 03-3502-8111（内線3333)
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北米の「アメリカホドイモ（アピオス）」

学名： ApiosAmericana MEDIK. 

［マメ科： LEGUMINOSAE]

英語名： PotatoBean, American Groundnut 

90°W 

北アメリカ原産の多年草で北西部に自生、イモは

原住民の食用と して利用されていた。ヨーロ ッバ、ラテンアメ

リカには栽培がみ られる。イモは直径3~8cmのラグピーポー

ル状で、地下茎の各節で塊茎となり 、数珠状に連なる。同属の

「ホドイモ」は北海道から九州、中国に分布し、 「アメリカホドイ モ」に比べるとイ

モは小型で数が少ない。

ジャ ガイモとサツマイモを合わせたような甘味と独特の風味がある。また、カルシ

ウム、ナト リウム、ピタミンCの含有量はジャガイモより多く 、サポニンを含むた

め肥満予防にも効果があるといわれている。

近年、青森、 新潟、千葉などで産地化を 目指 している地域がある。

（第一事業部渡辺哲）

30°N 

。
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